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『國民中學　團體活動教師手册』の概要
－ 台湾の前期中等教育「団体活動」の教師用手引 －
根　津　朋　実
Tomomi NETSU
A Glance at the Teacher's Guide to Group Activities
: As a Manual for Teachers in the Lower Secondary Education of Taiwan
概要
　『國民中學　團體活動教師手册』は、台湾の前期中等教育「国民中学」の教育課程に
1980年代半ばから 1990年代末まで存在した科目、「団体活動」の教師用の手引であり、
全 6冊で 1400ページを超える。本稿は、日本で知られてこなかった同書の概要を報告す
る。この作業の目的は、日本の「教科外活動」、とくに特別活動との比較検討に向け、基
礎的な知見や資料を提供することにある。書誌情報を含め検討した結果、『國民中學　團體
活動教師手册』は、理論、実践方法、事例、書式例を併載し、包括的かつ実践的な内容構
成だったことが判明した。科目「団体活動」は、教科書を用いた指導法ではなく、活動を
重視した指導法が採用されたためと考えられる。
キーワード： 台湾、前期中等教育、団体活動、教科外活動、教師手冊
Abstract
　　In Taiwan’s lower secondary education system, there had been an independent subject 
of group activities from the mid-1980s to the late 1990s. Nowadays the subject is included 
in a learning area of integrative activities. For the purpose of comparing extracurricular 
activities in Japan and Taiwan, this article reports on the Teacher's Guide to Group Activi-
ties. The guide consisted of 1400 pages over in six volumes and was a national manual for 
teachers at that time. Using website research, some basic information is investigated and 
shown. Group activities focused on student activities as the method of instruction as op-
posed to textbook-based teaching by the teacher. Therefore, the guide had both general and 
practical information, for example, introduction to the extracurricular activity theory, prac-
tical methods, model cases, and document styles. This work was supported by JSPS KAK-
ENHI Grant Number 24330214, Grant-in-Aid for Scientiﬁc Research (B).
共栄大学研究論集　第 14号（2016）
―　234　― ―　235　―
目次
はじめに
1.　【團體活動】の成立、【教師手册】【學生手册】の刊行
2.　【教師手册】の概要
おわりに
はじめに
　『國民中學　團體活動教師手册』は、台湾【臺灣、中華民國】（以下、【 】内は原語を示
す）（1）の前期中等教育「国民中学」【國民中學】の教育課程にかつて存在した科目、「団体
活動」【團體活動】（Group Activities）（2）の教師用の手引【手册】である。本稿は同書の
概要を報告する。この作業の目的は、日本のいわゆる「教科外活動」、とくに特別活動と
の比較検討に向け、基礎的な知見や資料を提供することにある。
　1984年から約 15年間、台湾の【國民中學】（3年制、義務）には、一科目として「団
体活動」が置かれていた（根津 2015：34-36）。2008年に示された教育課程の基準【國民
中學九年一貫課程綱要】では、「団体活動」は学習領域【綜合活動】の一部に包摂され、単
独の科目としては存在しない（同：36-37）。
　これまで日本では、【團體活動】への注目はほぼ皆無だった（3）が、根津（2015）が概要
を示すに至った。すなわち【團體活動】は、学級を単位とした各種の役割活動、生徒の趣
味や関心にもとづくグループ活動、生徒会活動、および学校行事に類する活動等を行うと
された（同：34-36）。また、教育課程に組み込まれ、毎週 2単位時間が充てられた（同：
34-35）。さらに、教科書にかえて【教師手册】、【學生手册】を用いるとされた（同：35）。
以上の内容、時数配当、および教科書類の扱いからみて、往時の科目「団体活動」は、日
本の「教科外活動」、とくに特別活動に近かったとみなせる。
　本稿は、【團體活動】の教師用手引、【教師手册】をとりあげる。【教師手册】と対をなす
【學生手册】は、学習者が記入するノート類であり、内容は【教師手册】に準拠するため、
本稿ではまず【教師手册】の検討に注力する。後述の通り【教師手册】は、1984年から
1991年にかけ、【國立編譯館】編集により刊行された（4）。管見の限り、この資料は日本の
図書館に未所蔵で、詳細な検討もない。全 6冊、計 1400ページを超えるこの資料は、日
本の「教科外活動」、とくに特別活動のあり方を論じる際、研究や実践において貴重な比
較対象といえる。
Keywords: Taiwan, lower secondary education, group activities, extracurricular activities, 
Teacher’s Guide
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　台湾の教育課程を扱う際、教科科目に比べ、日本の「教科外活動」に相当する内容への
関心は希薄になりがちである。従来の研究の大半は、言語系（日本語教育を含む）や歴史
系等、個々の「教科」を検討対象としてきた（根津 2015：31-32）。他方、闕（1999）、
李（2005）、山﨑（2000、2009、2011）等により、台湾の教科書制度に関する研究も日
本で進められてきたが、教科書ではない【教師手册】への言及は未見である。【團體活動】
の【教師手册】を扱う本稿は、研究上の独自性が高く、重要な基礎資料をもたらすといえ
よう。
　そこで、次の手順により検討を進める。まず、科目【團體活動】新設当時の教育課程の
基準【國民中學課程標準】（1983年 7月刊、「83課標」と略、以下同様）を参照し、教科
書にかえて手引【手册】を採用した理由を確認する。なお当時の【課程標準】は、「日本の
『学習指導要領』に相当するカリキュラム大綱」（山﨑 2009：108）を指し、のちの【課
程綱要】（山ノ口 2008）とは、やや性格が異なる。次に【教師手册】の概要を整理する。
資料として、【國家教育研究院】の【教科書圖書館】の書誌情報を主に参照する。これらの
検討結果をもとに、日本の特別活動との比較を試み、まとめとする。
1.　【團體活動】の成立、【教師手册】【學生手册】の刊行
　まず、科目【團體活動】の成立前後の状況を、根津（2015）にもとづき確認する。次
に、当時の科目【團體活動】の方針、とくに教科書類の扱いに関し、83課標の記述を整
理する。
1.1　【團體活動】の成立
　根津（2015：33、表 1）をもとに、科目【團體活動】に関する変遷を表 1に示す。
　表 1から、科目【團體活動】は 72課標になく 83課標から新たに登場すること、94課
標で科目全体の配列や名称は大きく変わったが、【團體活動】は単独の科目として維持され
たことが、それぞれわかる（5）。そして 00暫綱（6）に至り、それまでの学科や科目は【學
習領域】へと再編された。【團體活動】も単独の科目から、【綜合活動】の下位活動へと改め
られた。
　以下、科目【團體活動】が登場した 83課標に注目する。83課標は、改訂の原則とし
て、全科目を【基本科目】【選集科目】【活動科目】の三つに分類した（83課標：476-
477、482-483、根津 2015：34）。科目【團體活動】は、【童軍教育】【輔導活動】とともに、
分類【活動科目】に含まれた（83課標：477）。分類【活動科目】の指導方法は、「活動を
主な指導方法とする」、「注入式の指導は避ける」と明記された（同、下線は引用者による）。
当時の改訂の特徴にふれた箇所では、分類【活動科目】について、「生徒にとって共通の必
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修科目である。ただし、活動による方式を重視し、教科書による指導方法は採用しない」
と記された（同：482　下線は引用者による）。さらに分類【活動科目】は、「童軍教育・
団体活動・補導活動等を含む。活動による方法を重視し、教科書による指導を避ける。た
だし、教師用のマニュアルや生徒向けの手引を作成できる」（同：483、下線は引用者に
よる）とされた。同様の内容が繰り返し述べられた、とわかる。
　如上の検討から、分類【活動科目】の諸科目は、指導方法として活動を採用し、教科書
による指導をしないが、教師用や生徒用の手引作成は容認された、といえる。また科目
【團體活動】の他、科目【童軍教育】や【輔導活動】にも教科書はなかった、とわかる。
表 1　【國民中學課程標準】にみる【團體活動】の変遷
公布年月
開始年月
原語名称
（略称）
教科・科目等
（原語）
関　連　記　事
1972.10
1973.8
國民中學
課程標準
（72課標）
學科別：公民與道德、健康敎育、國文、外國
語（英語）、數學、歷史、地理、自然科學、
體育、音樂、美術、工藝或家政、選修科目
（職業選科、其他選科）、童軍訓練、指導活動
等：計 15
・ 【課外活動】を【聯課活動】と改称
・ 【週會、班會及聯課活動】は毎週各１単位
時間、授業時数外
・ 【童子軍訓練】を【童軍訓練】に改称
1983.7
1984.8
國民中學
課程標準
（83課標）
科目：公民與道德、健康敎育、國文、英語、
數學、歷史、地理、自然科學、體育、音樂、
美術、工藝或家政、童軍教育、輔導活動、團
體活動、選修科目：計 15
・ 【團體活動】設置、【班會及聯課活動】を毎
週各１単位時間含み、授業時数内
・ 【週會】は毎週１単位時間、授業時数外
・ 【指導活動】を【輔導活動】に改称
・ 【童軍訓練】を【童軍教育】に改称
・ 科目を三つに分類
1994.10
1997.8
國民中學
課程標準
（94課標）
科目：國文、英語、數學、社會學科、自然學
科、健康敎育、家政與生活科技、電腦、藝能
學科、童軍教育、鄕土藝術活動、輔導活動、
團體活動、選修科目：計 14
・ １単位時間 50分を 45分へと変更
・ 【團體活動】は【班會及社團活動】を毎週
各１単位時間含み、授業時数内
・ 【聯課活動】を【社團活動】へ改称
・ 【週會】は隔週１単位時間、授業時数外
2000.9
2001.8
國民中小
學九年一
貫課程 
暫行綱要
（00暫綱）
學習領域：語文、健康與體育、社會、藝術與
人文、自然與生活科技、數學、綜合活動：計
7
・ 縦書きから横書きへ変更
・ 【學科】から【學習領域】へ変更
・ 2001年の【國小一年】から順次導入
・ 【綜合活動】新設、それまでの【童軍教育、
輔導活動、團體活動】等を含む
・ 【綜合活動】は全授業時数の 10-15%
・ 2003年に正式の課程綱要公布、00暫綱の
字句を修正、簡素化
根津（2015：33、表 1）から抜粋し、一部改編した。強調はママ。
1.2　【教師手册】【學生手册】の刊行
　前項の分類【活動科目】の方針は、科目【團體活動】の箇所でも、次の通り反映され
た。
　この科目（引用者注：【團體活動】）では、活動を成功しやすくするため、教科書を用い
た指導を行わない。各学校は各学期の開始前、生徒担当の責任により、教務担当や関連部
門と共同して対応する。国立編訳館が編集した、団体活動の「生徒ノート」【學生手册】
および「教師マニュアル」【教師手册】を参考に、団体活動の実施計画を策定し、確実に
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実行するとともに、随時検討して改善すること。　（83課標：245 下線は引用者による）
　この引用から、科目【團體活動】の方針として、（1）指導方法（活動の重視、教科書の
不使用）、（2）組織（責任主体、関連分掌）、（3）参照資料、（4）実施手続（計画、実行、改
善）の四点を読み取れる。本稿の関心事である（3）参照資料については、教科書ではな
く教師用・生徒用の手引類の使用が想定され、それらの編集担当は国立編訳館【國立編譯
館】（7）だった、とわかる。つまり、（1）指導方法と（3）参照資料とは、密接な関係にあっ
た。
　83課標の公布当時、台湾の前期中等教育において教科書は国定制【統編制】であり、
検定制【審定制】への移行は戒厳令解除（1987年 7月）以降だった（山﨑 2009：93-
101）。科目【團體活動】の成立当時、民間出版社が【教師手册】を容易に刊行できる状
況ではなかった、といえよう。科目【團體活動】の【教師手册】も、当時はもっぱら国立
編訳館が編集した。よって科目【團體活動】成立時の【教師手册】は、教科書ではないも
のの、「国定」という独自の性格を有した、といえる。1990年代の後半、複数の民間出版
社（8）が 94課標にもとづく【教師手册】を刊行するまで、この状況は続いたと思われる。
2.　【教師手册】の概要
　成立当時の科目【團體活動】の【教師手册】は、どのような内容構成だったのか。以
下、【國家教育研究院】の【教科書圖書館】による書誌情報等（9）を参照し、整理する。
2.1　基本情報
　83課標にもとづく【團體活動教師手册】の基本情報を、表 2に整理した。
表 2　【團體活動教師手册】の基本情報
別名 対象学年・学期 試用本出版年月
試用本
ページ数
正式本
出版年月
正式本
ページ数
ページ数の
増（△）減（▼）
第 1冊 1上 中 1・1学期 1984.8 256 1988.8 287  　△ 31
第 2冊 1下 中 1・2学期 1985.1 252 1989.1 262  　△ 10
第 3冊 2上 中 2・1学期 1985.8 268 1989.8 232  　▼ 36
第 4冊 2下 中 2・2学期 1986.1 300 1991.1 276  　▼ 24
第 5冊 3上 中 3・1学期 1986.8 264 1991.1 220  　▼ 44
第 6冊 3下 中 3・2学期 1987.1 311 1989.1 191 　▼ 120
【教科書圖書館】（http://textbooklibrary.naer.edu.tw）の検索システムの結果をもとに、筆者作成。
　表 2から、次の 2点を読み取れる。すなわち、（1）戒厳令の解除（1987年 7月）を挟
み、【試用本】【正式本】の区別やページ数の増減があった、（2）【試用本】は秋開始の 2学
期制（【上學期】【下學期】）にあわせ、学年および学期の進行に沿って順次刊行されたが、
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【正式本】は刊行の順序が前後した、と。
　【試用本】と【正式本】とのページ数を比較すると、1年生では最大 31ページ増えた
（約 12%の増）が、2および 3年生では 24ページから 120ページも減った（8%から約
38%の減）。とくにページ数の減が最大となった【第六冊】の【正式本】は、3年生の
【下學期】対象だった。このページ数の大幅減については、当時の状況や内容構成の変遷
と関連させて、より詳細に検討する必要がある。ともあれ、【教師手册】の検討は、【試用
本】【正式本】の区別を明示して進めるべきであろう。
2.2　試用本の内容構成
　【教師手册】の例として、最初の【團體活動教師手册】、すなわち中学 1年生の【上學
期】向け【試用本】（1984年 8月刊）について、内容構成を概観する。同書の見出しと
ページの概略を、表 3に示す。
表 3　【國民中學 團體活動 教師手册 第一册】（試用本、1984.8）の内容構成
見出し（ページ）
編輯大意、前言、國民中學團體活動課程目標（計 5）
第一部分　團體活動的理論探討（1）
　　壹 團體活動的演進（1）
　　　　一 團體活動的名稱及其意義
　　　　二 團體活動的歷史發展
　　貳 團體活動的理論基礎（7）
　　　　一 經驗主義的影響
　二 自然主義的影響
　　　　三 實驗主義的影響
　　　　四 教育上心理及社會趨勢的影響
　　　　五 三民主義教育中心思想的指引
　　參 團體活動的功能（14）
　　　　一 團體活動在德育上的功能
　　　　二 團體活動在智育上的功能
　　　三 團體活動在體育上的功能 
　　　四 團體活動在群育上的功能
　　　五 團體活動在美育上的功能
　　肆 團體活動的性質（19）
　　　一 以學生為主體
　　　二 由學生自願參加
　　　三 以學生的興趣為内容的取捨
　　　四 不得違背國家教育宗旨和學校教育目標 
　　　五 必須在專人指導之下進行
　　附錄 第一部分主要參考書目（21）
第二部分 團體活動的計畫與指導（23）
　　壹 團體活動的内容（23）
　　　一 自治活動
　　　二 分組活動
　　　三 社會活動
　　　四 綜合活動
　　貳 團體活動時間的分配（26）
　　　一 自治活動
　　　二 分組活動
　　　三 社會活動及綜合活動
　　參 團體活動實施的原則（27）
　　　範例 (八 )－慶生活動範例（69）
　　　範例 (九 )－班級圖書室活動範例（71）
　　　範例 (十 )－儲蓄訓練活動範例（73）
　　附件－自治活動參考資料（75）
　　　班會組織章程 (示例 )（75）
　　　道德教育的理論與方法（77）
　　　道德討論（86）
　　　道德兩難故事舉例（95）
　　　價値澄清法簡介（98）
　　　會議主持和參與（104）
　　　中等學校班級圖書式的設置（128）
　　　郵政儲金匯業局推動學校師生儲蓄要點（144） 
　　　郵政學校師生儲金處理須知（146）
　　　自治活動參考書目（151）
　貳 分組活動（153）
　　一 分組活動計畫的擬訂（153）
　　　範例 (十一 )－國民中學分組活動實施計畫表（154）
　　　範例 (十二 )－國民中學分組活動實施進度表（155）
　　二 分組活動實施要點（156）
　　　範例 (十三 )－調査分組志趣給學生的一封信（157）
　　三 分組活動範例（166）
　　　範例 (十四 )－國民中學學藝活動範例（167）
　　　範例 (十五 )－國民中學康樂活動範例（171）
　　　範例 (十六 )－國民中學體能活動範例（175）
　　　範例 (十七 )－國民中學技能活動範例（179）
　　　範例 (十八 )－國民中學科學活動範例（183）
　參 社會活動（187）
　　一 社會活動計畫的擬訂（187）
　　　範例 (十九 )－國民中學社會活動實施計畫表（188）
　　二 社會活動實施要點（189）
　　　範例 (二十 )－國民中學參觀活動實施要點（194）
　　　範例 (二十一 )－國民中學聯誼活動範例之一（195）
　　　範例 (二十二 )－國民中學聯誼活動範例之二（197）
　　　範例 (二十三 )－國民中學校外教學實施辦法（203）
　肆 綜合活動（205）
　　一 綜合活動計畫的擬訂（205）
　　　範例 (二十四 )－國民中學綜合活動實施計畫表（207）
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　表 3の通り、【編輯大意】等の前文と末尾の【結論】の他、第一から第四までの各部分
から内容が構成された、とわかる。各部分は、理論的検討（【團體活動的理論探討】、計
23ページ）、計画と指導（【團體活動的計畫與指導】、計 20ページ）、実施（【團體活動的
實施】、計 200ページ）、そして評価（【團體活動的評鑑】、計 12ページ）の順で述べられ
た。とくに実施を扱った第三部分は、全体の約 8割という最多のページ数が充てられ
（200/256）、具体的な各種の例や書類の様式（【範例】）を 32件含んだ。32件という【範
例】の数は、【教師手册】の【範例】全 35件の 9割以上を占めた。第三部分の詳細は、次
項で扱う。
2.3　【團體活動】の記述の例
　表 3中、第三部分【團體活動的實施】は、【壹　自治活動】【貳　分組活動】【參　社會活
動】【肆　綜合活動】の各下位活動について、各種の例や書類の様式【範例】を含めて記
述された。各下位活動の具体例として、表 3から任意に【範例】（10）を選び、表 4に示す。
　表 4から、各下位活動の多彩な例を看取できる。表 4の内容例からみて、四つの下位
活動はそれぞれ、日本の学級活動、クラブ活動（ないし正課外の「部活動」）、校外観察や
レクリエーション、各種の学校行事によく似る。いずれも、実在の学校名や実際の事例の
紹介ではなく、仮想例となっていた。この点、事例の固有性よりも、模範としての汎用性
　　　一 要符合教育目標
　　　二 要配合各科教學
　　　三 要重視統整學習
　　　四 要適應學校條件
　　　五 要切合學生興趣
　　　六 要發展個人才能
　　　七 要重視科學知能
　　　八 要注意均衡發展
　　　九 要促使共同參與
　　　十 要培養團隊精神
　　肆 團體活動的行政組織與計畫擬訂（31）
　　　一 行政組織力求健全
　　　二 擬訂計畫必須周密
　　　　範例 (一 )　國民中學團體活動實施計畫（34）
　　伍 團體活動的經費與社會資源（40）
第三部分 團體活動的實施（43）
　　壹 自治活動（43）
　　　一 自治活動計畫的擬訂
　　　　範例 (二 )－國民中學自治實施計畫表（46）
　　　　範例 (三 )－國民中學班會實施紀錄表（51）
　　　　範例 (四 )－國民中學班會建議事項處理表（52）
　　　二 自治活動實施要點（53）
　　　三 自治活動範例（62）
　　　　範例 (五 )－班會活動範例之一（62）
　　　　範例 (六 )－班會活動範例之二（65）
　　　　範例 (七 )－班會活動範例之三（67）
　　　範例 (二十五 )－國民中學綜合活動實施紀錄表（208）
　　二 綜合活動實施要點（209）
　　　範例 (二十六 )－國民中學運動會工作計畫（221）
　　　範例 (二十七 )－國民中學展覽會範例之一（228）
　　　範例 (二十八 )－國民中學展覽會範例之二（230）
　　　範例 (二十九 )－國民中學學藝競賽範例之一（232）
　　　範例 (三十 )－國民中學學藝競賽範例之二（234）
　　　範例 (三十一 )－國民中學康樂競賽範例（235）
　　　範例 (三十二 )－國民中學教學參觀日活動範例之一（239）
　　　範例 (三十三 )－國民中學教學參觀日活動範例之二（240）
第四部分 團體活動的評鑑（243）
　壹 評鑑的目的與功能（243）
　　一 評鑑的目的（243）
　　二 評鑑應有的功能（244）
　貳 評鑑的範圍與項目（244）
　　一 評鑑範圍（244）
　　二 評鑑項目（245）
　參 評鑑的原則與方法（246）
　　一 評鑑應注意的原則（246）
　　二　評鑑實施方法（247）
　　　範例 (三十四 ) 國民中學學期團體活動評鑑表（249）
　　　範例 (三十五 ) 國民中學團體活動成績評鑑表（251）
結論（255-256）
國立編譯館（1984）をもとに、引用者作成。強調は引用者による。同書と【教科書圖書館】の書誌情報とで、一部字体が
異なる（例：【社】と【社】）。見出しは原語によるが、表示フォントの関係で一部字体を改めた。
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をより意識した、と思われる。
　表 3に示した第三部分の 200ページ中、表 4の類の【範例】は約 4割、他に自治活動
の参考資料が約 3割と、それぞれ相当のページ数が割かれた。【教師手册】を読んだ各校
の教師が直ちに実践に移せるよう、内容構成が配慮されたと思われる。また興味深いこと
に、自治活動の参考資料として、道徳教育の理論と方法、モラル・ディスカッション【道
德討論】の実践方法、モラル・ディレンマ【道德兩難】の教材例、「価値（の）明確化」
【價値澄清法】（11）の紹介にも、紙数が割かれた。【團體活動】の徳育面を明示した資料とし
て、注目に値する。
　【教師手册】には、理論の解説や参考文献類も示された。表 3中、21-22ページの【附
錄 第一部分主要參考書目】に、“M
マ マ
ackown, Harry C. Extracurricular Activities, Third Edi-
tion, New York: Macmillan Co., 1959.”や“Jones, Galen Extracurricular Activities in Re-
lation to the Curriculum, New York: AMS Press, 1972.”等の洋書 4件（表記は原文ママ）、
および 1930年代から 1980年代の中国語の文献 11件（12）が、それぞれみえる。注記や厳
密な引用情報を欠くが、これらの書誌情報や第一部分の内容からみて、科目【團體活動】
は、アメリカ合衆国の中等教育における“Extra（-）curricular Activities”の影響を受け
た可能性が高い。
おわりに
　検討の結果、『國民中學　團體活動教師手册』は、理論、実践方法、事例、書式例を併載
し、包括的かつ実践的な内容構成だったことが判明した。この内容構成は、科目【團體活
動】では活動を重視した指導法が採用され、教科書【課本】による指導法が避けられたた
め、と考えられる。
　この【教師手册】を手がかりに、科目【團體活動】と当時の日本の特別活動（1977年
告示『中学校学習指導要領』等を参照）との比較を試みると、次の共通点を見出せよう。
（a）双方とも前期中等教育で全員必修とされ、中央の教育行政機関が内容の基準を示し
表 4　【團體活動】下位活動の例（【範例】）
例　１ 例　２ 例　３
自治活動
（五）活動単元：学級会 ̶ モラ
ルジレンマ「親子関係」の討論
（八）活動単元：誕生日会 （十）活動単元：郵便貯金の練習
分組活動
（十四の一）クラブ活動、実施計
画表 ̶ 芸術活動、文芸創作クラ
ブ
（十六の二）クラブ活動、実施計
画表 ̶ スポーツ活動、バスケッ
トボールクラブ
（十八の三）クラブ活動、指導単
元設計表 ̶ 科学活動、標本製作
クラブ
社會活動 （二十）故宮博物院の参観
（二十一）総統生誕○周年記念、
青年登山活動の実施計画草案
（二十二）冬季キャンプ実施計画
綜合活動
（二十六）第○回全校運動大会の
実施計画
（二十七）創立○周年祝賀、生徒
作品展覧会の方法
（三十二）一年○組、保護者懇談
連絡会プログラム
國立編譯館（1984）を要約し、引用者作成。（　）内の数字は、表 3に示した【範例】の番号を示す。
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た。（b）各種の集団（団体）による活動を重視した。（c）徳育に関する内容が含まれた（13）。
（d）歴史的経緯により、内容構成にアメリカ合衆国からの影響が示唆される。
　ただし、次の諸点は明らかに異なった。（i）【團體活動】は独立した科目であり、領域
「特別活動」とは教育課程上の扱いが別だった。（ii）【教師手册】は模範例や書類様式を多
数掲載した国定制の手引であり、当時の『学習指導要領』やその解説を旨とした『指導
書』（たとえば文部省 1970、1978）とは、構成や内容を異にした。（iii）【教師手册】には
対となる【學生手册】があったが、特別活動に関する生徒向けの国定刊行物はなかった。
　なお、資料不足により現時点では憶測の域を出ないが、【團體活動】の成立にあたり、日
本の『中学校学習指導要領』が参照された可能性もある。実際、日本の 1958年『小学校
学習指導要領』は 1960年に台湾で全訳され、紹介されていた（根津 2015：38-39）。台
湾の約半世紀におよぶ植民地期の影響を考えあわせると、【團體活動】と特別活動との関係
について、表層的な類似点を超えた、相互参照の経緯に接近できるかもしれない。ただ
し、台湾による日本の教育情報の受容過程は、実に多面的な研究テーマであるため、さら
なる資料や検討を要する。【團體活動】成立当時に限定しても、1972年の日中国交正常化、
それにともなう日本と中華民国との断交といった、当時の国際的な政治状況を考慮しなけ
ればならない。
　さしあたり今後の研究上の課題として、第一に、実践記録等にもとづく当時の【團體活
動】の実態解明、第二に、国定制から検定制への移行にともなう【團體活動】の内容変遷
の確認、第三に、【童軍教育】【輔導活動】といった【團體活動】隣接科目の【教師手册】
の検討を、それぞれ指摘しておく。
付　記
　科学研究費補助金（基盤研究（B）24330214）を用いた。本稿は、筑波大学人間系サ
バティカル（2013.12-2014.4）による成果の一部である。資料収集にあたり、楊佩娟氏
（國立臺灣師範大學・學生：所属等は 2014年時点）の協力を得た。記して謝意を表す。
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注
（ 1） 表記方法および理由は、根津（2015：38）の注記（1）に従う。
（ 2） 科目の英語名は、國立編譯館（1984：1）による。
（ 3） 論文データベース CiNii Articles（http://ci.nii.ac.jp）によれば、検索語「中華民国
　団体活動」「台湾　団体活動」「中華民国　総合活動」「台湾　総合活動」「中華民
国　教科外」「台湾　教科外」「綜合活動」は、すべて 1件も該当がなかった（2015
年 8月 17日）。この傾向は、次の山﨑（2009）による指摘の前半部を裏付ける。す
なわち、「戦後台湾の教育に関する研究は、日本と北米の双方において未発達なもの
となっているが、台湾で台湾の教育が批判的な視点を含む形で研究され始めたこと
も、それほど昔のことではなく、主として 1980年代半ばに民主化・自由化が緒に
ついてからの傾向である」（同：19）と。
（ 4） 1987年の戒厳令解除以降、国定制だった教科書に検定制【審定制】が徐々に採用さ
れ、1997年からは複数の民間出版社が「団体活動」の【教師手册】を出版した（注
（8）も参照のこと）。【教師手册】に関する国定制と検定制との違いは、稿を改めて
論じたい。
（ 5） 1987年の戒厳令解除を挟んだこの間の経緯は、山﨑（2009）に詳しい。なお山﨑
（同：244-246）は、科目名を翻訳して一覧を作成し、参考資料 3で【輔導活動】、
同 4および 5で【童軍訓練】と記した。筆者の調べでは、それぞれ、【輔導活動】は
【指導活動】、【童軍訓練】は【童軍教育】が正確かと思われる（下線は筆者による）。
（ 6） 根津（2015：33、表 1）は【國民中小學九年一貫課程暫行綱要】を「00暫標」と略
したが、原語に【標準】等の語はなく、略称として適さないため、略称を「00暫綱」
と改めた（下線は引用者による）。
（ 7） 国定教科書制度の中枢を担った国立編訳館は、近年、【國家教育研究院】へと再編統
合された（根津 2015：38）。
（ 8） 【國家教育研究院】の【教科書圖書館】（臺北市大安區和平東路一段 179 號 4 樓）に
おいて、康和出版公司（新店市）、仁林文化出版（台北市）、南一書局（台南市）等
による【教師手册】の実物を確認した（2014年 2月）。
（ 9） 【教科書圖書館】（http://textbooklibrary.naer.edu.tw）の検索システムを用いた（2015
年 7月 2日確認）。
（10） 表 4中、【分組活動】のように、「枝番」付きの【範例】もあった（十四の一、十六の
二、等）が、詳細な集計や検討は割愛した。なお、表 3の目次に「枝番」の記載は
なかった。
（11）「価値（の）明確化」（values clariﬁcation）に関し、中野（2013）を参照した。
（12） うち 1件（【楊寶乾：談課外活動、僑民敎育委員會】）は、刊行年の明示を欠く。
1959年刊であろう。
（13） 1977年告示『中学校学習指導要領』「第 1章　総則」に、「学校における道徳教育は、
学校の教育活動全体を通じて行うことを基本とする。したがって、道徳の時間はも
ちろん、各教科及び特別活動においても、それぞれの特質に応ずる適切な指導を行
わなければならない」とあった（下線は引用者による）。この記載は送り仮名を除
き、1969年告示『中学校学習指導要領』と同一だった。1969年告示における道徳
の扱いは、水原（2010：146）を参照のこと。
文　献（＊課程標準類、学習指導要領は省略）
闕百華（Chueh, Paihua）（1999）「戦後台湾における教科書の研究」『東北大学教育学部
研究年報』47，pp．89-110．
國立編譯館主編（1984）『國民中學團體活動教師手册　第一册』（試用本）．
李恒全（2005）「台湾の教育改革と教科書の分析」『大手前比較文化学会会報』（大手前大
学大学院）6，pp．9-13．
水原克敏（2010）『学習指導要領は国民形成の設計書』東北大学出版会．
文部省（1970）『中学校指導書 特別活動編』（MEJ 3244）日本職業指導協会．
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文部省（1978）『中学校指導書 特別活動編』（MEJ 1-7822）大阪書籍．
中野啓明（2013）「ノディングズによる価値明確化理論への評価」『新潟青陵学会誌』6
（1），pp．25-34．
根津朋実（2015）「台湾の前期中等教育における『団体活動』の特色」『日本特別活動学
会紀要』23，pp．31-39．
山ノ口寿幸（2008）「台湾『国民中小学九年一貫課程綱要』の策定と七大学習領域の誕生」
『国立教育政策研究所紀要』137，pp．261-270．
山﨑直也（2000）「一九九〇年代台湾の国民教育段階における教科書制度改革」『アジア
文化研究』7（7），pp．153-162．
山﨑直也（2001）「九年国民教育政策の研究」『日本台湾学会報』3，pp．50-69．
山﨑直也（2009）『戦後台湾教育とナショナル・アイデンティティ』東信堂．
山﨑直也（2011）「台湾における教科書検定制度の定着をめぐる諸問題」『比較教育学研
究』42，pp．42-59．
